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 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。
 その他入札説明書による。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒1770044 東京都練馬区上石神井４

８４厚生労働省職業安定局労働市場セン
ター業務室経理係 落合 知 電話03
39203311（内線206）
 入札説明会の日時及び場所 平成27年６月
４日午後３時00分 厚生労働省上石神井庁舎
１階センター会議室
 資格審査書類の提出期限 平成27年７月22
日午前11時00分
 入札書の受領期限 平成27年７月23日午後
14時00分
 開札の日時及び場所 平成27年８月７日午
後２時00分 厚生労働省上石神井庁舎１階セ
ンター会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に求められる事項
この入札に参加を希望する者は、本公告に
示した業務が履行できることを証明する書類
を指定する期日までに提出しなければならな
い。入札者は、支出負担行為担当官から、当
該書類に関し説明を求められたときは、これ
に応じなければならない。また、入札に参加
を希望する者は、上記確認書類とあわせて暴
力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した入札は無効
とする。また、入札に参加した者が、上記

の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、
若しくは誓約書に反することとなったとき
は、当該者の入札を無効とするものとする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 本公告に示した業務を
履行できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を
行った者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者に
より当該契約の内容に適合した履行がなされ
ないおそれがあると認められるとき、又はそ
の者と契約を締結することが公正な取引の秩
序を乱すこととなるおそれがあって著しく不
適当であると認められるときは、予定価格の
制限の範囲内の価格をもって入札した他の者
のうち最低の価格をもって入札した者を落札
者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Motohiro Nao, Director,

Employment Insurance Division, Employ‑

ment Security Bureau, Ministry of Health,

Labour andWelfare.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

required : Development of Hello Work Sys‑

tem for Older persons and persons with dis‑

abilities employment situation report sys‑

tem in FY 2015.

 Fulfillment period : From contract date

to 31 March 2016

 Observance of a contract place : The

place specified by the official in charge of

disbursement of the procuring entity.

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall : 1)Not come under Article

70 of the Cabinet Order concerning the Bud‑

get, Auditing and Accounting. Further‑

more, minors, Person under Conservator‑

ship or Person under Assistance that ob‑

tained the consent necessary for concluding

a contract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause.

2)Not come under Article 71 of the Cabinet

Order concerning the Budget, Auditing and

Accounting. 3)Have Grade A, Grade B or

Grade C in the public tender qualification

category of Offer of services etc by Organi‑

zations related to the Ministry of Health,

Labour and Welfare (Single qualification

for every ministry and agency) in the fiscal

years 2013, 2014 and 2015. 4)Prove to have

no false statement in tendering documents.

5)Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating. 6)Meet the

qualification requirements which Official in

charge of disbursement of the procuring

entity may specify in accordance with Arti‑

cle 73 of the Cabinet Order.

 Time‑limit of submission of proposals :

11 : 00 AM, 22 July, 2015.

 Time‑limit of tender : 14 : 00 PM, 23 July,

2015.

 Contact point for the notice : Satoru Oc‑

hiai, Labour Market Center Operation Of‑

fice, Employment Security Bureau, Minis‑

try of Health Labour and Welfare, 484
Kamishakujii Nerimaku Tokyo 1770044
Japan TEL 0339203311 ex. 206

２ 競争参加資格
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
における「役務の提供等」のうちＢ又はＣ等
級に格付けされた東北地域の競争参加資格を
有する者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者は、競争参加資格の再認定を受けているこ
と。この場合において、競争参加資格確認申
請時に、更生手続開始決定書又は再生手続開
始決定書の写しを提出しなければならない。

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年５月 28 日

支出負担行為担当官
東北地方整備局長 縄田 正

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
１ 調達内容
 品目分類番号 72
 調達件名及び数量 全国都市交通特性調査
（東北ブロック）一式（電子入札対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書による。

 履行期限 平成28年３月11日
 履行場所 東北地方整備局管内
 入札方法 落札者の決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の100分の
８に相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格
とするので、入札者は消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約希望金額の108
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。
なお、当該入札の執行回数は、原則として
２回を限度とするほか、当該回数までに落札
者が決定しない場合は、予算決算及び会計令
（以下「予決令」という。）第99条の２の規定
に基づく随意契約には移行しない。
 電子入札システムの利用
 本件は、競争参加資格確認申請書及び申
請に際して必要な証明書等（以下「申請書
等」という。）の提出、入札を電子入札シス
テムで行う対象案件である。なお、電子入
札システムによりがたい場合は、紙入札方
式参加願を提出しなければならない。
 電子入札システムにより参加を希望する
者は、予め当該入札において使用するＩＣ
カードを限定し、そのシリアル番号等を支
出負担行為担当官に登録させるため、確認
書を提出すること。
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